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はじめに

私たち相談支援従事者は、それぞれの

得意分野やまだ知らない分野もあるか

もしれません。

必要な情報を的確に提供できるように、

また、情報収集や知識を深めるための

一助としてハンドブックを作りました。

ぜひご活用ください。
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１．計画相談
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計画相談の流れ
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障害児支援・障がい福祉サービス体系
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障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）
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障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）
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沖縄市の「障がい福祉ガイドブック」には障がい福祉に関する各種手続きの方法や窓口の情報が

掲載されています。その中に、計画相談支援についても記載があります。

障がい福祉課にてゲットするか、ネットを検索すると出てきますので、ご活用ください。

Ｐ33～ 障害者総合支援法による総合的な支援

① 障害福祉サービス（介護給付・訓練等給付）

② 地域相談支援

③ 計画相談

④ 高額障害福祉サービス等給付費等

⑤ 地域生活支援事業

Ｐ38～ 児童福祉法に基づく障害児支援

① 障害児通所支援

② 障害児相談支援

③ 障害児入所支援

④ 高額障害福祉サービス等

Ｐ62～ 関係機関・施設等一覧表



「沖縄市障害福祉サービス等支給ガイドライン」

には、沖縄市における障害福祉サービス等の

支給決定基準が記載されています。

沖縄市民を対象としている、相談支援事業所、

相談支援専門員の皆様はぜひご活用ください。

【目次】

１．はじめに

２．障害福祉サービス等の種類・内容・対象者

３．障害福祉サービス等の

支給申請および決定について

４．支給量の上限

５．支給要否等決定について

★沖縄市役所ホームページ内

計画相談支援・障害児相談支援

（指定特定相談支援事業所関係）のページがあり、

様式がダウンロードできるようになっています。
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★沖縄県ホームページ

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kod

omo/shogaifukushi/old/20738.html

★事業所一覧

（沖縄県内事業所の一覧が掲載されています。）

エクセルでの情報なので、いろんな方法で絞って検索が出来るので便利です。
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★事業所紹介

（沖縄市内にある事業所の一覧が掲載されています。）

青い文字の部分はクリックが出来、各事業所からいただいた事業所情報を見ることができます。

情報提供の資料としてぜひご活用ください。

★沖縄市障がい者基幹相談支援センターホームページ

https://okicitykikan.com/
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２．障がい虐待防止

13



14

事業所所長が事業所内
で暴言がある。そのた
め本人が通所できてい
ない。

市長申立できないか。妹よ
り経済的虐待の可能性あり。

姉からたたかれたと
言っている。

元夫からの金銭
搾取の疑いがある。

大家さんより胸を触ら
れたとの訴えがある。

本人が相談したいと
言っている。

弟と喧嘩し、取っ組み
合いから指を握られ、
骨折した。弟からの虐
待にあたらないか？

本人の目にあざがある
との報告がある。夫か
らの虐待が疑われる。

こ
ん
な
時
に
は
迷
わ
ず
虐
待
通
報
を
！



①身体的虐待：障がい者の身体に外傷が生じ、もしくは生じるおそれのある暴行を加え、又
は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること

例）叩く、殴る、蹴る、つねる、正当な理由がない身体拘束等

②放棄・放置（ネグレクト）：障がい者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、
他利用者による虐待と同様の行為の放置、その他の障がい者を養護すべき職務上の義務
を著しく怠ること。

例）食事や排泄、入浴、洗濯等身近な世話や介助をしない等

③心理的虐待：障がい者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応又は、不当な差別
的言動その他の障がい者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

例）脅し、侮辱、無視、嫌がらせ等で精神的に苦痛を与える等

④性的虐待：障がい者にわいせつな行為をすること又は障がい者をしてわいせつな行為を
させること。

例）性交、性器への接触、裸にする、わいせつな映像を見せる等

⑤経済的虐待：障がい者の財産を不当に処分すること。その他障がい者から不当に財産
上の利益を得ること。

例）本人の同意なしに年金・資金・財産や預貯金を処分する等

障害者虐待って？
障害者虐待防止法の目的は「障害者の権利及び利益を擁護すること」ですが、
相談員として「障害者虐待の防止＋養護者に対する支援」を意識することも
大切です！

〇虐待の主体に基づいた３つの分類

①養護者（障がい者をお世話しているご家族等）による障がい者虐待

②障がい者福祉施設従事者等（障がい者施設や障がい福祉サービス事業
所の職員）による障がい者虐待

③使用者（障がい者を雇用する会社の雇用主等）による障がい者虐待
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虐待行為５つの分類



【直 通】098－939－7894（平日８：３０～１７：１５）
【Ｆ Ａ Ｘ】098－939－7739
【メール】skenriyougo@city.okinawa.lg.jp

沖縄市障がい者虐待防止センター
（沖縄市役所障がい福祉課）

法律では、虐待を受けた疑いのある障害者を発見した人に、通報する義務を
定めています。障がい者や養護者・家族等に虐待が疑われるサインが見られる
場合には速やかに市の虐待防止センターに通報しましょう。
通報者が「虐待に該当するか？」を迷う必要はありません。虐待の調査は虐待
防止センター職員が行います。虐待の早期発見・対応が問題の深刻化を防ぎ、
障がい者だけでなく、虐待した側をも救うことにつながります。
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虐待対応に関する相談員の役割分担

【虐待担当相談員】
①通報や相談を受けての聞き取り
②各会議の開催（関係者の招集）
③本人及び関係者への事実確認
④緊急一時保護措置
⑤その後の虐待防止対策（会議等で対策を決定）
⑥上記事項の進捗管理及び報告

【委託相談員】
障がい当事者や養護者に対する相談支援
（生活支援、自立支援、障がい特性の理解、
関わり方の助言等

【計画相談員】
虐待の解消や予防に向けた
サービス利用の検討

連
携

・保護、分離の手段として、契約による障害福祉サービス(短期入所等)が支給決定されている場合、基本
サービスでの対応になります。
・本人の障害特性や体調面に応じた受け入れ先の確保、また受け入れ側のリスクも高いため、調整が困難に
なる場合もあります。
・虐待リスクの高い障害者について、現在サービスを利用していない方でも、事前に事業所の体験利用等や
定期利用を促し、緊急時にすぐに利用出来るよう体制を整えておくことが大切だと考えられます。

障害者虐待における虐待防止法制の対象範囲
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その他（児童・高齢者）の通報先

・コザ児童相談所 【TEL】０９８－９３７－０８５９
・沖縄市こども相談健康課 【TEL】０９８－９２９－３１３５

児童⇒児童虐待防止法

・沖縄市基幹型包括支援センター
【TEL】０９８－９３９－１２１２（内線3144、2194）

・沖縄市地域型包括支援センター

高齢⇒高齢者虐待防止法

法律のおさらい
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児童

高齢者

日々、相談業務をする中で、これって虐待？！
と思うことありませんか？

【沖縄市役所ＨＰ 高齢者虐待の相談先
（各地域の包括支援センター）】

https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020-
005/kenkou/koureisha/kaigohoken/seidonitsuite/2282.html

【厚生労働省 市町村・都道府県における
高齢者虐待・養護者支援の対応について】

https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/boushi/060424/index.
html

日々、相談業務をする中で、これって体罰？！
と思うことありませんか？

子どもへの体罰は法律で禁止されます。 体罰等によらない
子育てを推進するため、 子育て中の保護者に対する支援も
含めて社会全体で取り組んでいきましょう。

【沖縄市役所ＨＰ 児童虐待 子どもへの体罰】
https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k029-
003/kosodate/kosodateshien/jidougyakutai/29
469.html

【厚生労働省 体罰等によらない子育てのために】
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bun
ya/kodomo/taibatu.html

沖縄市こども相談・健康課 こども相談係 （沖縄市役所2階）
TEL：098-929-3135（相談室直通）
相談日時（月曜日～金曜日）
午前 9時～12時 午後 13時～16時
★夜間・休日の虐待の児童虐待に関する連絡先
おきなわ子ども虐待ホットライン（沖縄県中央児童相談所管内）
TEL:098-886-2900

https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020-005/kenkou/koureisha/kaigohoken/seidonitsuite/2282.html
https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/boushi/060424/index.html
https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k029-003/kosodate/kosodateshien/jidougyakutai/29469.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/taibatu.html


３．沖縄市地域生活支援拠点等事業
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はじめに

地域生活支援拠点とは平成30年より全国で整備が
すすめられてきた事業です。

本項目は沖縄市で作成した地域生活支援拠点の資

料を参照される前に、全国的に進められている本

事業の概要について、当事者のみなさま、養護者

のご両親やご兄弟、また計画相談や福祉サービス

事業所などご本人および関わる皆様が本事業を理

解しやすくするために作成しました。
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地域生活支援拠点事業とはいったいどういう事業なので

しょうか？

ひと言で簡潔にまとめると

“緊急の事態”が生じた際に

①緊急時対応がすぐできる体制を作っておくこと

“緊急の事態”が生じる前に

②将来的に緊急にならないように準備をしておくこと

では“緊急時”とはどういった状況なのでしょうか？

多くの市町村で定義づけているのが、（高齢の）親と同居し必

要な手伝いをしてもらいながら生活している環境で、手伝いを

してくれている親が急な病気やケガで家から出ないといけな

い、または手伝いができない状態になるという状況の変化を

緊急と定義しています。

架空の事例を例に挙げてみるので一緒に考えてみましょう。
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７５歳の母と４０歳の知的障害の女性と二人で生活している。炊事

洗濯、お金の管理は母がしており、入浴やトイレなど生活動作に介助

は必要なく自身でおこなっていた。日中活動は福祉サービスのB型就

労をおこなっているが、朝の荷物の準備は母がおこない起床、洗面、

歯磨き、入浴等は母の指示があって行えていた。福祉サービスはB型

就労以外利用してはいない。

ある日B型就労している間に母が交通事故で骨折し、救急病院へ

搬送され最低でも１か月の入院が必要となったが、母の代わりに自

宅で生活を支えてくれる親族、友人はいない。

事例

事例の状況になった場合、

どのようにご本人の安全と安心を確保していけるで

しょうか？

またお母さんが元気に生活できている間にできる準備

とはなんでしょうか？
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地域生活支援拠点を整備していく５つの機能が国から挙
げられています。

事例１を下記❶～❺の機能に沿って考えてみましょう。

地域生活支援拠点５機能
❶相談
❷緊急時の受け入れ・対応
❸体験の機会・場
❹専門的人材の確保・養成
❺地域の体制づくり

事例のように養護者のお母さんが生活を支えており、そのお母さ
んが自宅に戻れない状況になった際確認しないといけない点がい
くつもあります。

ここで❶相談機能が働くのですが、

これまでは緊急の事態になった際に状況を知った担当の計画相談
や委託相談、通所事業所などが役所障がい福祉課等と相談しどの
ように安全が図れるか協議していました。

・お母さんのいない家で一人で時間を過ごせるのか？
(ADL評価/精神的不安/危険回避)
・一人自宅で危険はないか？
・いれるならどのような手伝いが必要か？(居宅介護の要否)
・入所施設を利用したことがあるか？(適応)
・グループホームを利用したことがあるか？
・近隣に手伝いができそうな親戚はいないか？いるならどの程度
手伝えるか？
・アレルギーはないか？
・どこで過ごすのがもっとも本人にとっても安心で安全か？
・特性についての評価と具体的な対応方法はあるか？
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❶相談機能

●話を受けた担当が変わると確認するポイントも変わる

可能性があります。

担当が変わっても評価ポイントが変わらない

評価シートが必要です。

●緊急の事態が起きてからどうするか決めるまでの

『誰が、どこで、何を決める』の流れを作ることが

必要です。

●緊急の事態になる前に、そのリスクがあることが

わかっていれば準備をすることができるようになり

ます。(登録リストの作成)

それでは次に

お母さんがいないと家でひとりでは安全に生活ができ

ないと判断された場合や、一日何度かのお手伝いがあ

れば安心して生活できると判断された場合に

❷緊急時の受け入れ・対応にあたらないといけません。
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❷緊急時の受け入れ・対応

●自宅でひとりでは安全に過ごせないのであれば
協力してくれる施設(入所/短期入所/グループ
ホーム)の確保が必要です。

●ひとりでは難しいけれど少し手伝いがあれば
安全に自宅で生活できるのであれば、協力し
てくれる居宅介護支援事業所の確保が必要
です。

●安心して施設やヘルパーさんを利用するには
どのようなひとで、どのような配慮が必要か
をあらかじめ知っておいてもらうことが必要
です。

事例のお母さんが元気な時に緊急の事態に備えて
準備をすすめておくことが、

❸体験の機会・場の機能になります。

養護者のお母さんが将来的な心配をしていること
は容易に想像できるのではないでしょうか？お母
さんに急な病気による入院などの状況の変化に対
応できるよう練習しておく必要があります。

❸体験の機会・場

体験入所を通して自宅以外、お母さん以外の支援者と
でも安心して生活できることを学んでもらうことが必要
です。
体験することで緊急の事態が起こっても不安なく利用
でき、またサービスを提供する事業所も安心して引き受
けることができます。
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❹専門的人材の確保・養成

❺地域の体制づくり

❹❺は本事業後半の体制整備ですが、地域共生社会づ

くりを目指した地域づくりを目標にしている指標です。

地域見守り体制や福祉サービスのみにとらわれない同

じ地域に住んでいる方々で、助け合っていける地域と

住民を育てていこうという目標です。社会福祉協議会

や民生委員、“地域の防災”などと重ねながら今後考

える輪を広げていく必要があると考えています。

上記内容を踏まえ、

『沖縄市地域生活支援拠点等事業』についての資料

もご確認ください。
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４．福祉における教育との連携
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こんにちは！
私たち相談支援専門員が『教育』についての相談を
受けた際、頼りになる冊子をいくつかご紹介します。

その1 「沖縄市暮らしの便利帳」

『教育』は、制度が多くてややこしい。
覚えるのではなく、その都度、チェック
すればOK！

どこでゲットするかというと、
①市役所内
②社会福祉協議会
③ネット検索

生活上の様々な情報が満載です。
『教育』以外もチェックして、ご自分
の引き出しに入れてください。
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沖縄市は小中学校（16小学校、8中学校）の他に特別

支援学校が２校あるので、学校主催のイベントや会議

への参加依頼もあるかと思います。

「頼れる冊子」を賢く活用していきましょう！

おススメの冊子！
『教育』はもちろん、障がい分野における大概の制度
が網羅されています。

その２
「沖縄市障がい福祉ハンドブック」

障がい福祉課から毎年発行される
この冊子。ぜひ手に取ってご自分
の虎の巻にしてください。

どこでゲットするかというと、
①市役所内
②ネット検索

目次に注目！
生活上の様々な情報が載っている
ので携帯しておくと便利です。
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何かと学校に出入りすることの多い私たち。
自己紹介するときに活用するのもいいですね！

その3 「結BOOK」

こども相談・健康課と沖縄市基幹相談支援センターが
コラボで作成した冊子。
学校を取巻くあらゆる支援機関の情報が満載なので、
児童分野の予習・復習におススメです。

沖縄市障がい者基幹相談支援センターのHPから
ダウンロードできます。
情報は毎年更新されるので、年１回のダウンロードを
忘れずに！
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私たちに必要な情報は、障がい福祉課からだけでなく

あらゆる部署・課から発信されています。

立ち寄ったついでに「何かないかな～👀」とキョロキョロ

見る習慣をつけるといいですね

その4  「沖縄市こども支援ガイドブック OKIIKU手帖」

沖縄市こども企画課から毎年発行されるこの冊子。
児童分野は苦手～という人は必見です！

どこでゲットするかというと、
①市役所内
②ネット検索

ネット検索では、外国語表記ややさしい日本語表記もあるので
外国籍の方の支援に重宝しますよ。

44



多国籍な沖縄市。外国人の方々も沖縄市での暮らしの

情報や、福祉サービスが必要な方々がいるんじゃない？

その通りです。

言語別で調べることができるんです。

相談支援専門員も知ってると安心しませんか？
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冊子が苦手な方は、電子書籍の活用を！
必要な方に、必要な情報を的確に伝えていきましょう。
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制度内容や問合せ先は、更新・変更することがあるので
ご自身で毎年のチェックを忘れずに！

最後に、
紹介してきた冊子に掲載されている教育情報について
ざっくりとまとめてみました。
参考までにどうぞ☺

相談者が求めている「キーワード」をしっかりキャッチして、
より多くの情報が届けられますように。。。

【キーワード：不登校】

●こどもの生活サポートチーム
沖縄市教育委員会指導課に「こどもの生活サポートチーム」があります。
通称「こサポ」。
こサポは学校担当制となっており、担当する学校への訪問活動を通して
学校や保護者と連携を図りながら個別支援を行っています。
主に不登校や子育て・就学援助制度の手続き等について対応しています。
年度によって担当者が変わることもあるので、確認が必要です。
問合せ：沖縄市教育委員会指導課
☎０９８－９３９－１２１２（内線：２７５９）

●沖縄県総合教育センターでの教育相談
県教育長が管轄する、教育に関する相談窓口です。
「不登校等の教育上の問題に関する窓口」と「発達や障害に関する相談
窓口に分かれています。

・不登校に関する相談 ⇒ 「教育相談研究室」
学校不適応や不登校、いじめに関する相談に応じます
問合せ：沖縄県総合教育センター ☎０９８－９３３－７５３７

・発達や障害に関する相談 ⇒ 「特別支援研究班」
障害のある子どもの子育てや学校教育における手立てのほか、専門医に
よる医療相談に関する相談に応じます。
問合せ：沖縄県総合教育センター ☎０９８－９３３－７５２６
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【キーワード：不登校】

●沖縄市立教育研究所での教育相談

主に「心理的・情緒的要因での不登校」が対象。相談内容に応じて対応

します。 しかし、相談が多いため、直ぐの対応が難しい事が度々あります。

保護者に過度な期待を与えないためにも、事前に教育研究所に相談内

容を伝えどのような対応をしてもらえるかを把握した上で、保護者に伝え

てあげた方がいいでしょう。

・教育相談室

心理的、情緒的要因による学校生活への不安を抱えている児童生徒、

保護者からの相談

・適応教室「すだち」

心理的、情緒的要因による不登校児童生徒に関する相談

教育研究所内で、小集団での個々に応じた支援を行うことにより、児童生

徒の学校適応および社会的自立を図ります。

基本的に送迎は保護者が行いますが、状況によっては相談（依頼）でき

ることもあります

・巡回支援

心理的、情緒的要因により教室に入れない児童生徒に対して巡回支援

を行い、学校適応および社会的自立を図ります。

・ことばの教室

言語学級が設置されていない学校の通常学級に在籍している児童を対

象に、ことばに関する学習上または生活上の困難を改善・克服に向け

た支援を行っ ています。

問合せ：沖縄市立教育研究所 ☎０９８－９８９－６５６５
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【キーワード：不登校】

●不登校児童生徒の学習体験の場と居場所

沖縄市教育委員会指導課では、市内の小・中学校に通う児童生徒で 不登

校児童生徒の生活体験活動支援事業を下記２事業所に委託して います。

利用については、まずは学級担任に相談。その後、教育委員会へ必要書類を提

出します。 教育委員会から通級判定が出れば利用開始となり、学校の出席扱

いにもなります。

・ホップステップクラブ

不登校生徒たちの学習体験の場と居場所をつくろうと発足したボランティア団

体。個々のペースを見守りながら、関係機関との連携を図り、登校へと

つなげていきます。インターネットで活動内容やイベントの様子が見れます。

お時間ある時に、ぜひチェック！

活動日：月・水・金曜 ９時～１６時

見学日：火曜・木曜（※要事前連絡）

場 所：沖縄こどもの国チルドレンズセンター2階

☎０９０－６８６５－３６７３
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【キーワード：不登校】

・フリースペースゆめさき

様々な理由で登校できない児童生徒の居場所づくり、体験活動

を通して学校に進学・復帰できることを目指します。希望により、学

校と連携し定期試験を実施することもできます。

引きこもりなどは、その状態を脱し生活リズムを整えていきます。

活動日：月・水・金曜 ９時～１６時

場 所：沖縄市高原６－７－４０（夢咲学園内）

☎０９８－９２３－４３５１

●電話相談「少年相談テレフォンおきなわ」

学校でのいじめ、不登校、家出、夜遊び等、家庭で解決困難な悩

みを電話で相談できます。児童、生徒、保護者、どなたでもOK。

問合せ：沖縄市青少年センター

☎０９８－９３０－１３５５
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【キーワード：育ち・発達の遅れが気になる】

●発達相談窓口こねくと

子どもの育ち（発達）について気になることや心配なことを相談で

きます。保護者から希望があれば継続面談や、必要に応じて子どもが

通う保育園や学校の先生方と連携をとることもできます。

対 象：市内在住の０歳～小学６年生の保護者、または関係者

問合せ：こどもの育ちサポートセンター

場 所：沖縄市福祉文化プラザ1階

受 付：月・水・金曜 ９時～１６時

☎０９８－９８９－１４２２

●親子通園きらきら

就学前までの発達が気になる子と保護者が週1回、一緒に通園しな

がら、小集団での子の様子や発達状況を確認する場。

保護者の子育てに関するサポートや親子通園終了後は、子の所属先

への移行支援も行っています。

問合せ：こどもの育ちサポートセンター

場 所：沖縄市福祉文化プラザ1階

受 付：月曜～金曜 ９時～１２時、１３時～１７時１５分

☎０９８－９３０－２１２２

51



【キーワード：育ち・発達の遅れが気になる】

●巡回相談はっち
心理士や保育士が保育園や幼稚園を訪問し、子の集団での
様子を観察しながら、職員からの相談を受けたり、助言を行い
ます。必要に応じて保護者相談や発達検査も実施します。

問合せ：こどもの育ちサポートセンター
場 所：沖縄市福祉文化プラザ1階
受 付：月曜～金曜 ９時～１２時、１３時～１７時１５分
☎０９８－９８９－１３０７

●にじいろ発達相談
６歳未満の幼児に関する発達面や言葉の遅れ等の相談に心
理士が個別で相談に応じます。乳幼児健診受診後の発達面の
相談もOK。

問合せ：沖縄市役所こども相談・健康課
☎０９８－９３９－１２５２（※要事前予約）

●沖縄市こども発達支援センター
発達の遅れや偏りが気になる子と保護者が一緒に通園しなが
ら、発達に必要な療育を受ける場です。専門家による発達相談、
育児相談、言語指導もあります。
保育所等訪問支援事業も行っています。利用するには受給者
証の取得が必要です。

問合せ：沖縄市こども発達支援センター
場 所：沖縄市知花６－３６－２９
受 付：月曜～金曜 ９時～１２時、１３時～１７時１５分
☎０９８－９３４－１２８３
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【キーワード：学習支援】

●学習支援事業
「市内の被保護世帯の中学生」と「準要保護者のひとり親世帯の
中学３年生」を対象に、高校進学を目標として市が指定する学習
塾へ無料で通うことができます。

問合せ：沖縄市役所保護管理課 無料学習塾担当
☎０９８－９３９－１２１２（内線：２１５１）

●中学校放課後学習支援教室
学習につまづきのある生徒や意欲的に学びたい生徒に対して
放課後の時間を活用して学習支援を行います。
各中学校によって内容、曜日等が異なるので問合せしてください。

問合せ：各中学校の進路指導担当

【キーワード：就学助成・奨学金】

●高等学校等就学支援金制度

その年に示された所得基準を満たす世帯の生徒には、授業料

にあたる「高等学校等就学支援金」が支給されます。この支援金

は、学校側が受取って授業料に充てるため、生徒本人が受け取

るものではありません。返済は不要ですが、申請は毎年必要です。

申請書類は年度初めに学校から配布されます。

問合せ：各高校の事務担当、沖縄県教育庁教育支援課

☎０９８－８６６－２７１１

※高校在学時に申請できる奨学金は他にもあります。

入学時に各高校から配布されるので、お見逃しなく！
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５．就労系サービス
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就労を希望する障害者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれるものにつき、

生産活動、職場体験その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために

必要な訓練、求職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着の

ために必要な相談その他の必要な支援を行います。

【対象者】

就労を希望する65歳未満の障害者であって、通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者。

具体的には次のような例が挙げられます。

(1)就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び技術の

習得若しくは就労先の紹介その他の支援が必要な者

(2) あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得することにより、就労を希望する者

※ただし、65歳以上の者については、65歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由により

障害福祉サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）に引き続き障害福祉サービス

に係る支給決定を受けていたものであって、65歳に達する前日において就労移行支援に係る

支給決定を受けていた者に限り対象とします。

就労移行支援

通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち適切な支援により雇用契約等に基づき就労す
る者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のため
に必要な訓練その他の必要な支援を行います。

【対象者】

企業等に就労することが困難な者であって、雇用契約に基づき、継続的に就労することが可能な者。

具体的には次のような例が挙げられます。

（１） 就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用に結びつかなかった者

（２） 特別支援学校を卒業し就職活動を行ったが、企業等の雇用に結びつかなかった者

（３） 企業等を離職した者等就労経験のある者で、現に雇用関係がない者

※65歳以上の者については、65歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由により障害福祉

サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉サービスに係る支給

決定を受けていたものであって、65歳に達する前日において就労継続支援Ａ型に係る支給決定

を受けていた者に限り対象とする。

就労継続支援A型（雇用型）
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通常の事業所に雇用されることが困難な障害者のうち通常の事業所に雇用されていた障害者で

あってその年齢、心身の状態および、その他の事情により引き続き当該事業所に雇用されることが

困難となった者、就労移行支援によっても通常の事業所に雇用されるに至らなかった者。その他の

通常の事業所に雇用されることが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提供その他

の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行います。

【対象者】

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達して

いる者などであって、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待

される者。具体的には次のような例が挙げられます。

(1)就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業に雇用されることが困難となった者

(2) 50歳に達している者又は障害基礎年金１級受給者

(3) (1)及び(2)のいずれにも該当しない者であって、就労移行支援事業者等によるアセスメント

により、 就労面に係る課題等の把握が行われている本事業の利用希望者

(4)障害者支援施設に入所する者については、指定特定相談支援事業者によるサービス等利用

計画案の作成の手続を経た上で、市町村により利用の組合せの必要性が認められた者

生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援（以下「就労移行支援等」とい
う。）を利用して、通常の事業所に新たに雇用された障害者の就労の継続を図るため、企業、
障害福祉サービス事業者、 医療機関等との連絡調整を行うとともに、雇用に伴い生じる日
常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に関する相談、指導及び助言等の必要な支
援を行います。

【対象者】

就労移行支援等を利用した後、通常の事業所に新たに雇用された障害者であって、就労
を継続している期間が６月を経過した障害者（病気や障害により通常の事業所を休職し、就
労移行支援等を利用した後、復職した障害者であって、就労を継続している期間が６月を経
過した障害者も含む。）

就労継続支援B型（非雇用型）

就労定着支援
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実務的なお話

利用者様のライフステージや成長に応じた各種就労系のサービスの利用について

以下に述べたいと思います。

●知的障害

卒業後は、直Ｂ問題（すべての障害者の方が一般就労の可能性がないか可能性模索するため

就労経験のない利用者様は必ず就労移行支援から利用をスタートしないといけないことが法律で

記されています。例外規定はありますが明らかに一般就労が難しいとご本人、ご家族、支援者が

思っていても就労移行支援から利用しないと行けません）のためすぐに就労継続支援B型などの

利用を行うことができないため、まずは就労移行支援を利用してくこととなります。

しかし、在学中に明らかにすぐに一般就労が難しいとのご家族、先生の見立てがある場合には

在学中に就労移行支援の支給決定をいただき、夏休み等に就労訓練に参加し暫定評価をいた

だくことで卒業後すぐに就労継続支援のサービスを利用する方も多数いらっしゃいます。

そのような場合には24ヶ月後の就職を明確に目指すのではなく、工賃を稼ぎながら生産活動に参加

することで社会参加を行い、少しずつ職業能力や社会人としてのスキルを高めていくこととなります。

就労移行支援の利用に繋がり暫定評価を無事に終えることができた際には24か月以内の就職を

目指すこととなります。その際には障害者雇用で働くことを前提としていく事が多く、週に20時間以上

就労生活を送ることが求められてきます。

なぜなら、障害者雇用促進法における障害者雇用として働く場合には法律上週に20時間以上働く

必要があるからです。逆に言うと、障害者雇用制度にのっとらない働き方であれば時間の枠の制限

はございませんが、雇用形態はより不安定のなるため、障害者雇用による法律の下で働くことが安心

です。

●身体障害

身体障害者の方の場合には、認知機能が保たれていることが多く、職場環境などの整備

を行うことで一般就労につながる。もしくは中途障害でもお仕事を続ける方が多いと思われます。

しかし重度の障害で自宅から出ることが難しい場合には在宅ワークを導入していくこととなります。

現在は在宅ワークに重きをおいた訓練を導入している事業所も存在し、職業紹介まで行ってくれ

ところもあります。

なかには、B型やA型に繋がり支援者の中で働く方もいらっしゃいます。
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●精神障害

精神障害といっても障害の重さや症状の種類など様々ですので、支援については見通しが立て

にくく、トライアンドエラーを繰り返していくことも多いかと思います。

そのため利用者様自身や支援者も疲れてしまうことも多々ありますが、逆にうまくいくこともたく

さんありますので、計画相談員としてはやってみないと分からないとう感覚で対応していくほうが

良いかもしれません。

大多数の方が中途障害者であり、以前の自分自身や同級生や同年代と同じような生活をして

いきたいと希望される方が多いです。将来の結婚や一人暮らしなど目指している方も多く、それ

を実現するためにしっかり働くことができるように、どのような訓練がその方にとって望ましいの

か情報提供を行う必要があります。

その際に、支援者からみて明らかに高い目標を上げている利用者様もいらっしゃいますが、絶対

に計画相談員が目標を下げることは行わないでください。

その目標を実現するために必要なことを一緒に考えたりコーチングすることでご本人に考えても

らい、スモールステップを行うことでスキル獲得を促すことが大事になります。

目標達成は絶対条件ではなく、目標に向かって取り組み、結果その方の社会人、職業人として

のスキルアップに繋がり、たとえ就職できなかったとしても、できることが増えたのであればそれ

素晴らしいことだと思います。

例：ひげも伸び放題、おふろも3ヶ月入っておらず、体臭も著名ですがフルタイムで働きたいと希

望されている場合。

他の人と働く環境では身だしなみが必要であることをお伝えし、毎日ひげそりしてお風呂に入る

習慣獲得が大事であることをお伝えし実行を促していきます。

ひげそりを週に3回、お風呂が週に1回しかできなくてもその人にとっては成長ですので、成長し

た喜びを共有することで、その方の心理的な充実などにつなげていきましょう。

それができるようになったら、週に20時間以上しっかり就労訓練に参加することを次の目標にす

るなどご提案し次のステップにつなげていきましょう。
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障がい福祉サービス以外の制度

●職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業

※厚生労働省ホームページより抜粋

目的

職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業は、障害者の職場適応に課題
がある場合に、職場にジョブコーチが出向いて、障害特性を踏まえた専門
的な支援を行い、障害者の職場適応を図ることを目的としています。

ジョブコーチ支援の内容

ジョブコーチ支援は、対象障害者がその仕事を遂行し、職場に対応する
ため具体的な目標を定め、支援計画に基づいて実施されるものです。

障害者本人に対する職務の遂行や職場内のコミュニケーション等に関す
る支援だけでなく、事業主に対しても障害特性に配慮した雇用管理等に
関する支援を行います。

ジョブコーチが行う障害者に対する支援は、事業所の上司や同僚による
支援（ナチュラルサポート）にスムーズに移行していくことを目指しています。
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概要

障害者就業・生活支援センターは、障害者の職業生活における自立を図るため、雇用、保
健、福祉、教育等の関係機関との連携の下、障害者の身近な地域において就業面及び生活
面における一体的な支援を行い、障害者の雇用の促進及び安定を図ることを目的として、
全国に設置されています。

※働くことを目指している障害者の方のための委託相談員のような機能ですが、利用にあ
たってはハローワークに障がい者雇用を目指すための求職登録をしていることが必要になり、
たとえ障がい者でもクローズで働きたいと希望され、障害者枠で求職登録をしていない場
合には利用はできません。

障害者就業・生活支援センターについて
※厚生労働省ホームページより抜粋
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【 就職が実現した際の支援の時系列 】
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６．防 災
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医療、福祉、年員、年金、税金、教育等の相談・

質問を受けたことがあるのでは？

では、防災についてはどうでしょう？

防災：台風、水害、土砂災害、地震、津波など。

突然起こる出来事に対して、私たちは意識して

知っておく必要があると思いませんか？
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沖縄市防災マップ。ご存じでしょうか？

北部、南西部、南東部に別れ、マップが分かれ、避難先のリスト

が載っています。これは便利！ぜひ、取り寄せて情報キャッチを！
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私たちが対象とする方々は、単身世帯や一人で非難

することができない方もいます。いろいろな事業を知っ
ておく必要があると思います＝連携。

障がい福祉ハンドブックにも、情報がありました。
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さらに、避難する際には地域ぐるみの共助も必要。

そんな事業もあります。ぜひ活用してください。

相談支援専門員だけで抱えるものではないことも

多くあるんです＝地域づくり。
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7．難 病
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１．難病はどこで相談したらいいの？
基本は保健所です。その他、病院や県地域保健課も相談先となります。

２．難病が認定される要件は？
指定難病（医療費助成の対象難病法第5条）
難病のうち、以下の要件を全て満たすもの
◎患者数が本邦において一定の人数（人口の0.1％程度）に達しないこと
◎客観的な診断基準（又はそれに準ずるもの）が確立していること
医療費助成対象疾病（指定難病）一覧（338疾病）ある。
【手続き】
診断書（臨床調査個人票）と必要書類を合わせて、都道府県・指定都市の窓口に医療
費助成の申請をします。
診断書（臨床調査個人票）と必要書類を合わせて、都道府県・指定都市に申請し認定さ
れると「医療受給者証」が交付される。
①都道府県・指定都市における事務手続き
●臨床調査個人票をもとに、診断基準に照らして、指定難病であることを確認
● 病状の程度が、一定程度であることを重症度分類等に照らして確認
⇒以上2点が確認できた場合には認定
②指定難病審査会における手続き
● 上記2点が確認できなかった場合には都道府県・指定都市に設置された指定難病
審査会での審査が行われます。（沖縄県では月１回）
⇒指定難病審査会で上記2点が確認された場合には認定

３．難病患者が利用できる市の障がい福祉制度は？

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、補装具、日常生活用具

小児慢性特定疾病医療費助成制度等終了者（２０歳以上）支援金（年１万円）

４．市の障がい福祉制度が利用できる要件は？

障害福祉サービス

【自立支援給付（国の制度に基づく事業）】

介護給付：居宅介護・施設入所支援など（障害程度区分の認定が必要）

訓練等給付：自立訓練・就労継続支援など（サービスにより受給要件あり）

【地域生活支援事業（市が実施する事業）】

相談支援・移動支援・日中一時支援など（サービスにより受給要件あり）

補装具（難病受給者証、医学的判定（意見書）、補装具の見積書）所得制限あり

日常生活用具（難病受給者証、医学的判定（意見書）、補装具の見積書）所得制限あり

小児慢性特定疾病医療費助成制度等終了者（２０歳以上）支援金

（過去に小児慢性特定疾病医療費助成制度を受けてた方、引き続き治療を行っている

方等）
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５．難病患者は市の障がい福祉制度を知る機会があるのか？

市：窓口や電話案

内、ホームページ、

広報、障がい福祉

ガイドブック、各種

リーフレット‥等
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県・保健所：窓口や電話案内、ホームページ、県が委託している難病相談

窓口としてアンビシャスという沖縄県難病相談支援センターがあります。



６．市の制度以外での難病の支援策はあるか？

難病患者地域支援対策推進事業

難病患者等の療養上の不安解消を図るとともに、日常生活に著しい支障がある在宅の難病患者

で、保健、医療及び福祉の分野にわたる総合的なサービスの提供を要する患者）に対する適切な

在宅療養支援が行えるよう、保健所を中心として関係機関と連携し、医療相談、訪問相談、訪問指

導(診療）を実施

在宅重症難病患者一時入院事業

在宅で療養されている重症の難病患者さんを介護している方が、休養（レスパイト）や冠婚葬祭等

の行事、病気等で介護が出来ない時などに、一時的に医療機関に入院できるよう難病医療コー

ディネーターがコーディネートを行う。

※入院の期間14日以内、通常の入院と同様に、医療保険の自己負担分と保険適用外の費用をお

支払い

難病相談・支援センター事業

地域で生活する患者さんの日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援な

どを行うための、難病相談・支援センターを設置します。

沖縄県では、認定NPO法人アンビシャスに事業を委託

貸出事業指定難病受給者証で受けられる民間サービス（2020年12月1日 現在）

意思伝達装置、吸引器等

基本的に難病の方が機器を購入される前に、どんな機器なのか「お試し」を目的

沖縄県難病患者・小児慢性 人工呼吸器用外部バッテリー等貸与事業

停電による人工呼吸器の停止が在宅療養難病患者の生命の維持ないしは疾患の状態に重大な

影響を及ぼすおそれがある場合において、当該患者の安全確保のために必要とされる物品

・携帯電話の基本使用料の割引

・コープおきなわの配送手数料割引

・首里城公園内売店（Tシャツ、ポロシャツ全商品５％割引）
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沖縄県

アンビシャス

指定難病受給者証で受けられる民間サービス（2020年12月1日 現在）



難病認定や支援についての問い合わせ先

・沖縄県保健医療部地域保健課疾病対策班

沖縄県那覇市泉崎1-2-2 行政棟3階

電話番号：098-866-2215

・沖縄県保健医療部中部保健所地域保健班

沖縄県沖縄市美原1-6-28

電話番号：098-938-9883

・沖縄県難病相談支援センターアンビシャス

沖縄県那覇市牧志3-24-29 グレイスハイム喜納2 1階

電話番号：098-951-0567

公益財団法人難病医学研究財団

難病情報センター

から各相談窓口やお問い合わせ先などの

情報についてパンプレットが出ています。

ぜひ参考にされてください。
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おわりに くどいようですが・・・笑
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私たち相談支援従事者は、それぞれの
得意分野やまだ知らない分野もあるか
もしれません。

必要な情報を的確に提供できるように、
また、情報収集や知識を深めるための
一助としてハンドブックを作りました。

ぜひご活用ください。


